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第 2 節 本論の構成と分析視角 
ここで各章の構成とその内容の概略を提示しておきたい。 
 第 1 章「日韓戦後教育制度と「教育基本法」」の第 1 節「アメリカと戦後の教育改革」は
戦後日本と韓国の教育改革にアメリカがどのように関与し、影響を与えたのか、そのこと
を明らかにし、その上で、日韓教育制度改革を比較・検討する。その作業は今日の日韓両























































































第 1 章 日韓戦後教育制度と「教育基本法」 
 
はじめに 




て、同法は 2006 年 12 月第一次安倍晋三内閣の下で強行採決され、戦後初めて実質的に改
定された。一方、韓国の「教育法」は 1949 年 12 月 31 日に制定・公布され、以降 38 回改
定されている。「教育法」は 38 回に及ぶ改定によってその体系と内容において一貫性に欠
けており、また、教育の現実に対応できない等の厳しい批判を受け、その全面的な見直し





































1945(昭和 20)年 8 月 1４日、日本はポツダム宣言(Potsdam Declartion)受諾を表明し、
翌 15 日に敗戦を迎えた。以後約 7 年間、日本は敗戦国として連合国軍最高司令官総司令部
(GHQ)による占領政策の指示·命令を直接的∙間接的な形で受けることとなった。アメリカは
日本に対する占領政策の一環として新たな教育方針の勧告を行うために、日本に教育関係




（Report of the United States Education Mission to Japan）に他ならない。この文書
に従い、大規模的な教育改革が着々と行なわれることになった。 
連合国軍最高司令官総司令部(GHQ)は、アメリカ教育使節団との協議および助力のために












































                                                  
4 総合制とは、一つの高校に複数学科(普通学科と専門学科）を設けるという制度である。 
5 山内太郎編『学校制度―戦後日本の教育改革 5』東京大学出版会、1972 年、p328。  
12 
自国の政治的な立場を強化するために、朝鮮半島に民主主義に基づく社会体制の確立を占
領政策の最大の目標にしていた。そのような状況のなかで、米軍政庁学務局は 1945 年 9

























特に、中等教育のカリキュラム編成は、1946 年 5 月に組織された委員会に委ねられたが、
そのメンバ－をみると、アメリカ人 3 名と韓国人 3 名の合計 6 名から構成されていた。他
の諮問委員会の構成と比較しても、アメリカ側が多数のメンバ－を送り込んでいることが
明白であり、アメリカ側が力を入れていたことが理解できる。7こうして構成されたカリキ
                                                  
6 この法令は、当時、学務局の職員であった사공환（朝鮮総督府、学務局の学務課に勤務）と
이홍종（朝鮮総督府、学務局の私学課事務官）によって起草されたものである。 


































                                                  

































































に関しては、すでに、有倉遼吉が「教育基本法」の補則第 11 条に言及している。第 11 条
は「この法律に掲げる諸条項を実施するために必要がある場合には、適当な法律が制定さ
れなければならない。」と述べているのである。なお、第 11 条は新法では第 18 条のことで
ある。第 18 条 は「この法律に規定する諸条項を実施するため、必要な法令が制定されな
















































































実現するためには、第 1 に「学問の自由を尊重」すること。第 2 に「実際生活に即」する










く、第 3 条は教育の機会均等に関する規定である。 
 



















第 4 条の 1 項と 2 項は義務教育に関する規定である。 
 















学校教育について規定しているのは第 6 条である。第 6 条第 2 項は、次のように記され
ている。 
 



















し、社会教育を奨励する条文である。第 8 条は「政治教育」に関する規定である。 
 
















                                                  




ideologiques d`Etat）とは、宗教的 AIE（さまざまな教会制度）、学校的 AIE（さまざまの
公的私的な「学校」制度）、家族的 AIE、法的 AIE、政治的 AIE（政治制度、さまざまな政党）、












という分析視点から検討すべきは、以上第 9 条までの条文に限定される。第 10 条は教育行

















韓国の「教育基本法」は第 1 章「総則」（第 1 条から第 11 条）、第 2 章「教育当事者」（第




                                                  
14 現行憲法（第 10 号）の憲法改定案は与野党の合意と国会の審議・可決の過程を経て、さら
に国民的な議論を得て、最終的に 1987 年 10 月 27 日に国民投票にかけ、国民の多数の合意
を得て成立したものである。 
22 
第 2 条は次のように記されている。 
 






























                                                  
















第 4 条は教育の機会均等についての条文である。 
 

















































                                                  







 第 12 条は教育を受ける者（児童・青尐年））について記している。 
 

























                                                  





 第 13 条は保護者の責任、すなわち「父母等の保護者は、その保護する子女又は児童が正
しい心を持ち、健康に成長するよう教育する権利と責任を持つ」と規定しており、家庭教
育においても心身の調和のとれた人間を育成することが重要視されている。 
 第 14 条は教育活動を行なう教員についての条項である。 
 















の第 19 条の英才教育についての規定であろう。 
 


































































































日本では 2006 年 12 月 15 日に新しい「教育基本法」が第 165 回臨時国会において成立し、






考えてみよう。日本の「教育基本法」の新法は前文と第 1 章「教育の目的及び理念（第 1
条から第 4 条）、第 2 章「教育の実施に関する基本」（第 5 条から第 15 条）、第 3 章「教














め、大きく 5 つの項目に分けながら細かく規定している。注目すべきは、第 2 条の第 1 項




















                                                  
18 その「道」とは、中国哲学の用語に由来するが、「「行く」「おこなう」、おこなうための「技
術」「方法」などの意味が生じ、また「より従う」、従うべき「法則」つまり、「道理」など
































                                                  
19 梅原利夫「第 2 条教育目標」『「改正」教育基本法を考える―遂条解説』浪本勝年・三上昭
彦編著、北樹出版、2008 年改訂版、所収。 
20 志位和夫『教育基本法改定のどこが問題か』新日本出版社、2006 年、p107。 
21 「朝日新聞」朝刊 1 面、2010 年 4 月 18 日付。  








新法の第 5 条（義務教育）に関する条文では、旧法の「9 年の普通教育を受けさせる義
務を負う」と年数の規定が削除され、新法では「別に法律で定めるところにより、普通教












新法の第 6 条（学校教育）では第 2 項目が以下のように改定された。 
 
 








旧法の第 6 条の第 2 項と比較してみると、新法では旧法にはなかった「教育を受ける者
が、学校生活を営む上で必要な規律を重んずる」という文言が新たに書き込まれている。
学校での規律問題については、第 2 節ですでに論じたので、ここで改めて言及することは
                                                  













第 7 条の第 2 項は「大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研
究の特性が尊重されなければならない」と記されており、先に言及した第 5 条の第 2 項を
踏まえ、より一層明確な表現になっている。しかし、一方では「尊重されなければらない」
という表現から、国家が大学の有する権利を保障すると同時に、大学で行なわれる研究が
重要な役割を担うことを明確にしているとも言えよう。つまり、第 6 条と第 7 条から、新
しい時代に対応し、また国家及び社会の形成に必要な主体的・自立的人間、そして規範意
識の高い人間の育成が求められているわけである。 















                                                  












 1997 年 12 月 12 月に制定された（1998 年 3 月 1 日施行）「教育基本法」は現行「教育基








 1997 年に新しく制定された「教育基本法」は 2000 年 1 月 28 に第 1 回の改定が行われた。
第 1 回の改定では、第 17 条第 1 項（国家及び地方自治団体）に加え、新たに第 2 項を設け、
男女平等教育に関する規定が設けられた。新設された第 17 条第 2 項は、さらに細かく 5
項目に分けて構成されており、その主要な内容は国家及び地方自治団体は、男女平等に必
要な施策を実施することと男女性別による差別を禁止することを規定している。しかし、
注目すべきは 17 条第 2 項の 3 の条文である。 
 












第 3 回の改定は 2002 年 12 月 5 日に行なわれた。この 3 回目の改定では、教育の情報化





第 6 回の改定は 2005 年 3 月 24 日に行なわれた。第 6 回目の改定では、上記の第 23 条の
第 2 項の他に第 23 条の第 3 項（学生情報の保護原則）が新たに定められることとなった。
この第 23 条の第 3 項、学校生活記録部（日本の「指導要録」に該当）などの学生情報は、
学生及び保護者以外に提供してはならないことを規定している。 








ある」と述べている。 25これを受けて、第 7 回の改定では、第 12 条（学習者）と第 14 条
（教員）に関する一部の条文内容が、「学生は学習者としての倫理意識を確立し」、「教員は
教育者としての倫理意識を確立し」という表現に改められた。さらに、第 17 条の第 2 項（男
女平等教育の増進）に続く、第 17 条第 3 項（学習倫理の確立）という条文が新たに設けら
れた。新設された第 17 条第 3 項（学習倫理の確立）は次のように規定されている。 
 











 第 8 回の改定は約 2 年後の 2007 年 5 月 11 日に行なわれた。第 8 回の改定では、従来の
第 22 条（科学・技術教育）に引き続き、体育教育に関する規定を第 22 条の第 2 項（学校
体育）として新たに定めたものである。第 22 条の 2 の条文は以下の通りである。 
 
第 22 条の 2（学校体育）国家及び地方自治団体は学生の体力増進と体育活動の奨励に必要
な施策を樹立・実施しなければならない。 
 








ている。 28まず、従来の第 4 条（教育の機会均等）の規定に「人種」という用語が新たに
追加された。そして、教育格差を最小限にする規定が第 4 条の第 2 項として新たに設けら
れることとなった。第 4 条の第 2 項は次の通りである。 
 






                                                  
26 国家法令情報センタ－「教育基本法の沿革、改定理由」http://www.law.go.kr。  
27 統計庁が発表する「15 歳から 19 歳未満の青尐年の死亡原因」の調査によると、2000 年度
の青尐年の死亡者 1777 人のうち、自殺による死亡は 241 人と全体比率の 13.6％を占めてい
る。しかし、2005 年の青尐年の自殺は 24.5％と約２倍に増加し、青尐年の自殺率は持続的
に増加の傾向にある。ちなみに、統計庁が行なう「青尐年が自殺を考える理由」の調査によ
ると、「成績及び進学問題」が青尐年の自殺原因の第 1 となっている。第 2 は「経済的な苦
労」、第 3 は「憂鬱・無関心」となった。 
28 国家法令情報センタ－「教育基本法の沿革、改定理由」http://www.law.go.kr。 
37 
れたものである。なお、第 4 条の第 2 項の新設とともに、第 17 条の第 4 項（健全な性意識
の涵養）及び第 26 条の第 2 項（教育関連情報の公開）も新設された。まず、第 17 条の第
4 項は次のように述べている。 
 


















第 26 条 2（教育関連情報の公開） 
①国家及び地方自治団体は国民の知る権利と学習権を保障するために、その保有・管理す
る教育関連情報を公開しなければならない。 




11 月 17 日に「教育関連機関の情報公開に関する特例法」が制定されることとなった。そ









第 10 次改定は、同年 12 月 21 日に行なわれた。2007 年度に 8 次、9 次、10 次、計 3 回
の改定が行われた。第 10 次改定では、従来の第 28 条（奨学制度等）に加えて、奨学生の
具体的な資格について新たに規定している。第 28 条の②項は以下の通りである。 
 
 






















                                                  
29 国家法令情報センタ－「教育関連機関の情報公開に関する特例法」参照。  
39 
【表 1】「教育基本法」の人間観に関する主な条文内容の日韓比較 




































第 14 条：政治教育とその活動の禁止。 










































第 17 条の 2：体育・科学技術分野におけ
る女性人材の育成。 
15．学習倫理  第 17 条の 3：学習倫理の確立を規定。 
16．健全な性意識  














第 22 条の 2：学生の体力増進に必要な施
策の実施を規定。 
























































 第 3 に、日本と韓国の共通の特徴として、国家が定める規範を守る人間の育成が目指さ
れている点が挙げられる。日本においては、｢教育を受ける者が学校生活を営む上で必要な





















































































第 1 節 大衆教育社会の成立と高学歴志向  













                                                  
31 その代表としてイギリスの社会学者ウォ－ラス（G.Wallas）をあげることができる。ウォ







































34 C.ライト·ミルズ著·杉政孝訳『ホワイト‧カラ－―中流階級の生活探究』創元社、1957 年。 

































                                                  
36 大衆社会論争の経緯については、『論争の同時代史』（松本健一編、新泉社、1986 年）所収
の「「大衆社会」論争」pp216～221 参照。 
































                                                  







【図 1】からも分かるように、第 1 次産業の割合は、1950 年には 50．7％を占めていた
が、以降、次第に低下し、1975 年には 12.7％まで下がったのは明らかである。一方、第 2





















1955 年の時点から日本の産業構造の中核は、第 1 次産業から第 2 次産業と第 3 次産業へ
と徐々にシフト・チェンジしており、とくに第 3 次産業が占める割合が飛躍的に大きくな
った。この時期は、高度経済成長期に相当する時期であり、1950 年代後半から 1960 年代
における日本経済は、年率平均 10％の成長率を達成し、資本主義国の中では米国に次ぐ世





                                                  
41 財務省ホ－ムペ－ジに拠る。5 年間の実質 GDP 成長率。 
48 















1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005年






















【表 1】SSM デ－タによる階級構成の推移 
 
男性 1955 年 1965 年 1975 年 
1985 年 1995 年 
男性 女性 男性 女性 
資本家階級 5.5％ 8.4％ 6.2％ 6.3％ 4.0％ 10.6％ 6.7％ 
新中間階級 17.0％ 23.1％ 25.9％ 32.0％ 8.5％ 32.1％ 11.1％ 
労働者階級 19.5％ 34.4％ 36.2％ 37.2％ 58.8％ 37.2％ 59.4％ 
旧中間階級 58.0％ 34.1％ 31.7％ 24.5％ 28.7％ 20.1％ 22.8％ 
農民層 39.3％ 18.0％ 14.3％ 6.6％ 11.4％ 4.9％ 6.3％ 
自営業者 18.7％ 16.1％ 17.4％ 17.9％ 17.3％ 15.3％ 16.5％ 
合計 100．0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 
出典：橋本健二「戦後日本の階級構造」『社会学評論』第 50 号、1999 年、p53。 
 
 














                                                  
42 橋本健二作成のこの表は、本来、別の概念であるはずの「階級」と「階層」が混在し、そ
の意味で厳密性に欠けている。  






















【図 3】が示しているように、1950 年に 42.5％に過ぎなかった高校進学率は、徐々に上
昇しはじめ 1955 年に 51.5％、1960 年には 57.7％と上昇し始めた。高校進学率はその後、






















1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
％
   
出典：文部省『文部統計要覧』2011 年の資料に基づき、筆者が作成。 
 
                                                  
45 天野郁夫『日本の教育システム―構造と変動』東京大学出版会、1996 年。  
51 
また、大学進学率（四年制大学、短期大学）を見てみると（【図 4】参照）、1955 年にわ
































































第 2 節 分衆社会と教育機関の多様化 








 すでに述べたように、1950 年から 1970 年代の日本は、大量生産・大量消費・大量廃棄
に特徴づけられる「大衆社会」が形成された時期であった。ところが、オイルショックを
                                                  
46 苅谷剛彦「戦後日本社会における階層秩序の再編成と教育―農民層の流出とマニュアル層
の形成―」『―現代日本の社会階層に関する全国調査〔1995 年 SSM 調査シリ－ズ 21 巻〕―第
3 巻学歴社会と機会格差』1995 年 SSM 調査研究会、日本図書センタ－、2006 年、p280。 









































                                                  











































出典：文部科学省「学校基本調査」各年版（政府統計の総合窓口 e-Stat のホ－ムペ－ジ 
より作成） 



























                                                  


































出典：文部科学省「学校基本調査」各年版。（政府統計の総合窓口 e-Stat のホ－ムペ－ジより） 
注：1）国・公・私立の合計数である。 
    2）本校・分校の合計数である 





確認することができる。専門学校数は 1976 年に 893 校、1980 年に 2520 校、1985 年に 3015







                                                  












































                                                  










































































1972年 1975年 1978年 1981年 1984年 1987年 1990年 1993年 1996年 1999年 2002年
ジニ係数
 
出典：橘木俊詔『格差社会―何が問題なのか』岩波新書、2006 年、p8 から引用し、再分 
配後所得の不平等度（ジニ係数）だけを用いて筆者がグラフを作成。  




54 橘木俊詔『日本の経済格差―所得と資産から考える』岩波新書、1998 年。 
59 
係数の値が 0 に近いほど格差が尐ない状態を示し、1 に近いほど格差が大きく、不平等
度が高いことを意味している。ちなみに完全平等の時は 0 となる。【図 8】が示しているよ
うに、高度経済成長期にあたる 1972 年の再分配後所得のジニ係数は 0.314 である。ところ

























                                                  
55 橘木は「生活保護動態調査報告」「東京都のホ－ムレスの人数の推移」「家計金融資産に関
する世論調査」など、様々なデ－タを用いて日本の絶対貧困率が増えていることを立証した。 




































400万円以下 600万円以下 800万円以下 1000万円以下 1000万円超
%
受験・浪人・未定 専門学校 短期大学 4年制大学 就職など
 
出典：東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センタ－「高校生の進路追跡調査第 1 次 
報告書」2007 年 9 月。 























































                                                  
59 しかし、橘木は「2006 年 OECD、Educaction at a Glance」の資料に基づいて、欧米先進国
と韓国と比較した場合、実際に日本は他国より学歴による賃金格差がそれほど大きくない国




「大学卒業で授与される学位「学士」の名称が過去約 20 年間で大幅に増え、約 700 種類































                                                  









2001 年 2014 年 
ユニ－クな学部名称及び設立（設立年） 
学部数 定員 学部数 定員 
青山学院 6 3,114 9 3,712 総合文化政策（2008 年） 
学習院 4 1,895 4 1,865  
慶應義塾 9 6,268 10 6,404  
駒澤 5 2,646 7 3,215 グロ－バル・メディア・スタディ-ズ（2006 年） 
上智 7 2,199 9 2,801 
総合グロ－バル（2014 年）総合人間科学（2005
年） 
専修 6 3,662 7 3,650 ネットワ－ク情報（2001 年）人間科学（2010 年） 
中央 6 5,234 6 5,507  
東京理科 6 2,810 6 2,905  
東洋 8 4,482 11 5,515 
ライフデザイン（2005 年）総合情報（2009 年） 
食環境科学（2013 年） 
日本 14 13,680 14 13,650  




明治 7 5,596 10 6,730 
情報コミュニケ－ション（2004 年） 
国際日本学（2008 年）総合数理（2013 年） 
立教 7 2,920 10 4,135 異文化コミュニケ－ション（2008 年） 




同志社 6 4,670 14 6,035 
文化情報学（2005 年）グロ－バルコミュニケ－シ
ョン（2011 年）グロ－バル地域文化（2013 年） 
立命館 8 6,010 13 7,017 
情報理工学（2004 年）映像学（2007 年）生命科
学（2008 年）スポ－ツ健康学（2010 年） 






【表 2】が示すように、2001 年以降、東京所在の主な私立大学 16 校のうち、学習院大学、





























位は明治大学（104,238 人）、第 2 位は早稲田大学（98,992 人）、第 3 位は日本大学（86,411
人）、第 4 位は法政大学（85,430 人）、第 5 位は中央大学（75,993 人）、第 6 位は東洋大学
（69,177 人）、第 7 位は立教大学（69,107 人）、第 8 位は青山学院大学（52,502 人）、第 9
位は東京理科大学（50,331 人）、第 10 位は慶応義塾大学（39,350 人）といったように、上





























































第 1 節 韓国経済と大衆教育社会の出現 































































                                                  
61 アルバイトの経験について調べた項目で、アルバイトをしたことがあるという高校生が日










【表１】高校卒業後の進路（2012 年と 2006 年との比較） 
 
日本 韓国 
2006 年 2012 年 2006 年 2012 年 
1.国内のレベルの高い大学に進学したい 25.9 29.3 28.5 41.9 
2．国内の普通程度の 4 年制大学に進学したい 38.5 32.7 33.9 38.3 
3．入りやすい 4 年制大学に進学したい 4.4 5.6 4.1 1.9 
4．外国へ留学したい 1.5 1 9.1 1.9 
5．短大に進学したい 4.5 2.9 
9.3 
5.6 
6．専門学校に進学したい 11.1 11.3 1.5 
７．就職したい 7.3 12.4 6.6 2.4 
8．まだ考えていない 6.4 4.5 8.4 6.3 




 【表 1】は、2006 年と 2012 年の調査の結果を比較したものである。まず、韓国では、「国
内のレベルの高い大学に進学したい」と答えた高校生が、2006 年には 28.5％であるが、2012
年には 41.9％となっており、13.4％というもっとも大きな増加率を示している。日本も
2006 年の 25.9％から 2012 年に 29.3％と高くなっているが、その増加率はわずか 3.5％に
過ぎない。 
また、｢外国へ留学したい｣という項目では、海外留学を希望する日韓の高校生の比率に
も大きな相違が現れた。韓国の場合は 2006 年に留学を希望する生徒の比率が 9.1％であっ








通程度の 4 年制大学に進学したい｣の比率はそれぞれ 13.4％、4.4％と高い増加率を示して

























95.1 97 97.3 97.9





























出典：教育部『韓国教育 100 年史』及び韓国教育開発院『教育統計年報』各年版に基づき、筆者が 
作成。 
                                                  
62 教育法は、1997 年に「教育基本法」と改正された。「教育基本法」に改正される 1997 年ま
での「教育法」は 40 回にわたってその内容が改定された。この改定問題とその経緯につい
ては第 2 章で検討した。 
70 
教育段階別就学率を見てみると、まず、初等教育は、解放後の 1948 年に 74.8％を超え、
1960年代初頭にはすでに 100％に近い数値を示している。中学校に関しては、1960年に 34％





が示す通り、1970 年代から就学率が急激に上昇し、1980 年にはほぼ 100％を達成したこと
で、中学校義務教育への基盤が固まったのである。一方、中学校の完全義務教育が、1984
年の「教育法」の一部の改定とともに、島嶼・僻地をはじめ、順次実施することが規定さ
れた。これによって 1985 年から島嶼・僻地の中学生 25 万名を対象に中学校の無償義務教
育化が実施されるようになった。中学校無償義務教育の方針が出された 1984 年当時の教育











学率は、高校入試改革が適用される 1975 年から急激に上昇し、1975 年に 41.8％、1980 に





































【図 3】が示す通り、大学進学率は 1955 年にわずか 5.2％に過ぎなかったが、その後一
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大学校数
 





【図 4】からも分かるように高等教育機関の設立数も、解放直後の 1945 年にはわずか 19
校であったが、1965 年には学校数が 10 倍にも増え、199 校となっている。また、1975 年
には大学数が 287 校、学生数が 201,436 名までに達している。これらの図に見られるよう
に、高等教育の就学率は、その後一貫して増加し続けており、80 年代には日本と比較して
も大きな差異がなくなっていく。 63 
前述したように、1975 年、高校平準化の実施によって高校就学率は 40％から 1985 年に
80％と 10 年の間に 2 倍に増加した。一方、高等教育の就学率は【図 3】に見られるように

























                                                  
63 1980 年当時の高等教育機関の就学率は、日本と韓国ともに約 30％くらいである。日本の高
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1960 年代から 1970 年代の韓国は軍事政権の下で、国家の労働市場への介入が生存の絶
                                                  






























本章の第 2 節で詳しく検討することになるだろう。 
韓国の大学院は 1949年 12月｢教育法｣の制定とともにはじめて実施されることになった。
その後、1952 年の｢教育法施行令｣に基づき学位・修学年限など、大学院運営に必要な制度
的基盤を定めた。現在は、1997 年に新しく制定された｢高等教育法｣および 1998 年の｢高等
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【図 6】が示しているように、1970 年に 64 校であった大学院は、その後増加し続け、1980










                                                  
66 「高等教育法」第 29 条第 2 項は特殊大学院の目的を次のように規定している。「特殊大学
院は職業人及び一般成人を対象に生涯教育を主な目的とする大学院である。」（拙訳） 
67 特殊大学院は産業構造の発展と変化によって新設・廃止されることが多く、分野別に分け
ると 312 種にいたる。ちなみに教育大学院が最も多く 132 校となり、全体の 42.3％を占めて
いる。次いで経営大学院 48 校、産業大学院 39 校、社会福祉大学院 34 校などが続いている。 
76 
年現在 785 校が存在している。 68一般大学院が主に昼間制で運営されているのに対して、
特殊大学院はそのほとんどが夜間制で運営されている。 
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また、1997 年に新しく改定された｢教育法｣と｢高等教育法｣によって 1995 年以降、専門
大学院及び特殊大学院は急速に増加し、さらに 2006 年からは経営専門大学院、金融専門大











を通じて、第 1 段階として 1999 年から 2005 年まで年間 2,000 億ウォン（200 億円）、1 兆
3,421 億ウォン（1 兆 342 億 1 千万円）が支援され、以降、第 2 段階として、2006 年から












                                                  
69  김도희「대학교 조직변화에대한제도주의연구」（「大学校組織変化に関する制度主義の
研究」（拙訳）延世大学、社会学科修士論文、2004 年、ｐ19。  
70 2013 年 9 月現在、教育部は｢BK21 プラス（Brain Korea21 Program for Leadin 
Universisties&Students）｣を開催し、「BK21 プラスグロ－バル人材養成事業」を確定した。



























2000 年の 5 年間、修士課程に在籍している学生は一気に 2 倍に増加している。 


















争（1950 年 6 月から 1953 年 7 月、韓国では「6‧25 戦争」と呼称）の影響であろう。日本
の敗戦・降伏によって朝鮮半島が解放されたにも拘わらず、朝鮮半島はアメリカとソビエ
トによって分割・占領された。その後、1950 年 6 月 25 日、北の共産軍による大韓民国（1948
年にこの名称となる）への突然の侵入によって分断されたふたつの国家は、以後 3 年間に
わたり戦争状態となった。1953 年 7 月 27 日に休戦協定が結ばれたことで、韓国ようやく
復興への道につくこととなったが、現在なお、北と南は休戦状態のままである。 
改めていうまでもなく、この休戦状態は常に交戦状態になり得る可能性を含んでいる。





って 1960 年代に高度成長期を迎え、1964 年には東京オリンピックを開催するまでになっ
ていた。同時期に東海道新幹線も開通している。韓国ソウルで夏季オリンピックが開催さ













































                                                  



























1784 （宣教開始）    
1788 4,000    
1831 9,000    
1884 20,000 （宣教開始）   
1890 17,000 165   
1900  20,000   
1910 38,000 160,000 1300 万人  1.5% 
1920 89,000 190,000 1600 万人  1.7% 
1930 58,000 240,000 1900 万人  1.6% 
1940 110,000 380,000 2200 万人  2.2% 
（これ以降は南側・韓国のみ） 
1950 156,000 600,000 2000 万人  3.8% 
1960 430,000 1,500,000 2500 万人  7.7% 
1970 788,000 3,193,000 3150 万人  12.6% 
1980 1,400,000 7,180,000 3800 万人  22.6% 
1990 2,400,000 11,880,000 4000 万人  35.7% 
2000 4,071,560 12,000,000 4640 万人  34.6% 
















【表 2】と【図 9】を見てみると、1950 年にカトリック教徒は 15 万 6 千人、プロテスタ
ント教徒は 60 万人に至っており、総人口 2 千万人に占めるクリスチャンの割合は 3.8％に
なっている。その後、10年ごとのデ－タを、その比率だけを示しておくと、1960年は 7.7％、
1970 年は 12.6％、1980 年は 22.6％、1990 年は 35.7％、2000 年は 34.6％、そして 2010
年には 35.7％にまで拡大している。 
このように、1950 年以降、特に 1990 年初頭から現在に至るまで、キリスト教信徒の数
が急激に増加していることが分かる。また、1950 年以降の韓国において、キリスト教信者
















氏 名 在任期間 宗 教 
李承晩 
第 1 代～3 代大統領 
1948 年 7 月～1960 年 4 月 
プロテスタント 
尹潽善 
第 4 代大統領 
1960 年 8 月～1962 年 3 月 
無 
朴正熙 
第 5 代～9 代大統領 
1963 年 12 月～1979 年 10 月 
無 
崔圭夏 
第 10 代大統領 
1979 年 12 月～1980 年 8 月 
無 
全斗煥 
第 11 代～12 代大統領 
1980 年 9 月～1988 年 2 月 
仏教 
盧泰愚 
第 13 代大統領 
1988 年 2 月～1993 年 2 月 
仏教 
金泳三 
第 14 代大統領 
1993 年 2 月～1998 年 2 月 
プロテスタント 
金大中 
第 15 代大統領 
1998 年 2 月～2003 年 2 月 
カトリック 
盧武鉉 
第 16 代大統領 
2003 年 2 月～2008 年 2 月 
カトリック 
李明博 
第 17 代大統領 
2008 年 2 月～2013 年 2 月 
プロテスタント 
朴槿恵 
第 18 代大統領 








った時期の 1970 代から 1980 年代を経て（5・18 光州民主化運動）、韓国で初めて国民によ
































































【表 4】全国 4 年制私立大学校の設立状況と教育の基本となる宗教 
                 （ ）の数値はその割合を示す。 




 プロテスタント カトリック 仏教  無  合計  












江原道  2 校（28.5） 0（0） 0（0） 5 校（71.5） 7 校（100） 




全羅道  3 校（20.0） 2校（13.3） 2 校（13.3） 8 校（53.4） 15 校（100） 




濟州島 0（0） 0（0） 0（0） 1 校（100） 1 校（100） 






地域別に 4 年制私立大学校の設立状況を見てみると、ソウルが最も多く、合計 45 校となっ
ている。全国の 4 年制私立大学校数のうち、ソウル所在の 4 年制私立大学校が占める比率
は、24.6％であり、きわめて高い割合であることが分かる。ソウルの次は 6 大広域市（33
校）となるが、6 大広域市には 6 都市に存在する大学校を合わせた数であるために、厳密
に言えば京畿道（31 校）が 16.9％であり、2 位になっている。そして、6 大広域市は 3 位
となる。ところが、京畿道はソウルに近接しているために、ソウルと京畿道の 2 つを合わ




合は 37．7％となっている。また、カトリック及び仏教系大学校は各 2 校（4.5％）であり、
無宗教の大学校が 24 校の 53.3％となっている。京畿道は、31 校の大学校のうち、プロテ
スタント系大学校数は 14 校であり、45.1％となっている。カトリック及び仏教系大学校数


















                                                  


























第 3 節 大学院大学校の台頭と役割 
韓国全土には約 1500 余りの大学校（短期大学、放送大学を含む）が存在する。そのため
ここではソウル市内に限定してキリスト教系大学校の設立時期について調査した一覧表を











大学名  設立  宗教  大学名  設立  宗教  
成均館大学校  1398 年  無し 韓国外国語大学校  1954 年  無し 
カトリック大学校  1855 年  カトリック ソウル女子大学校  1958 年  プロテスタント 
延世大学校  1886 年  プロテスタント キリスト大学校  1958 年  プロテスタント 
梨花女子大学校  1886 年  プロテスタント 西江大学校  1960 年  カトリック 
監理教神学大学校  1887 年  プロテスタント 韓榮神学大学校  1970 年  プロテスタント 
長老会神学大学校  1901 年  プロテスタント 漢城大学校  1972 年  無し 
総神大学校  1901 年  プロテスタント 秋渓芸術大学校  1973 年  無し 
高麗大学校  1905 年  無し ソウル外国語大学院大学校  1998 年  無し 
崇実大学校  1905 年  プロテスタント 韓国開発研究院大学院大学校  1998 年  無し 
三育大学校  1906 年  プロテスタント TTGU 神学大学院大学校  1998 年  プロテスタント 
東国大学校  1906 年  仏教  ヤエル神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 
淑明女子大学校  1906 年  無し ソウル聖経神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 
同徳女子大学校  1908 年  無し 国際神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 
聖公会大学校  1914 年  プロテスタント 韓獨メディア大学院大学校  2000 年  無し 
中央大学校  1918 年  無し ソウル科学総合大学院大学校  2002 年  無し 
徳成女子大学校  1920 年  無し 龍文相談心理大学院大学校  2002 年  無し 
光云大学校  1934 年  無し ソウル仏教大学院大学校  2002 年  仏教  
誠信女子大学校  1936 年  プロテスタント 改神大学院大学校  2003 年  プロテスタント 
祥明大学校  1937 年  無し ソウルベンチャ－大学院大学校  2003 年  無し 
ソウル基督大学校  1937 年  プロテスタント 翰林国際大学院大学校 2004 年  無し 
漢陽大学校  1939 年  無し 北韓大学院大学校  2005 年  無し 
世宗大学校  1940 年  プロテスタント 純福音大学院大学校  2005 年  プロテスタント 
国民大学校  1946 年  無し 韓半島国際大学院大学校  2005 年  プロテスタント 
建国大学校  1946 年  無し 国際英語大学院大学校  2005 年  無し 
弘益大学校  1946 年  大宗教  仁済大学院大学校  2005 年  無し 
西京大学校  1947 年  無し ソウル社会福祉大学院大学校  2007 年  無し 
京畿大学校  1947 年  無し ベレア国際大学院大学校  2007 年  プロテスタント 
明知大学校  1948 年  プロテスタント 韓国相談大学院大学校  2008 年  無し 
慶熙大学校  1949 年  無し 東邦大学院大学校  2009 年  無し 
韓国聖書大学校  1952 年  プロテスタント  
ソウル市内の大学校数      59 校  
出典：教育関連機関の情報公開による特例法、第 6 条によって韓国の全大学が明示されている「Higher 




































第１に、ソウル市内にある大学校及び大学院の数は 2010 年の時点で 59 校存在し、その
うち、キリスト教系大学校は 26 校である。つまり、ソウル市内全ての大学校の中でキリス
ト教系大学校(大学院)は約半数近くを占めているのである。 












































































































大学院大学校`に関する設立を推進した。これによって 1997 年に高等教育法 30 条が改訂さ
れることとなった。「高等教育法」第 30 条には次のように述べられている。 
 








大学名  設立  宗教  教育目標   
合同神学大学院大学校  1997 年  プロテスタント 牧会・神学・哲学  京畿道  
圓仏教大学院大学校  1997 年  仏教  圓仏教学（修士のみ）  全羅北道  
Westminster 神学大学院大学校  1997 年  プロテスタント 神学・社会福祉・社会文化教育  京畿道  
大韓神学大学院大学校  1998 年  プロテスタント 神学・哲学科、牧会学  京畿道  
福音神学大学院大学校  1998 年  プロテスタント 神学・社会福祉・相談心理学 大田市  
ソウル外国語大学院大学校  1998 年  無し 国際通訳・翻訳（修士課程のみ） ソウル 
韓国開発研究院大学院大学校  1998 年  無し 国際政策・経済発展政策学  ソウル 
TTGU 神学大学院大学校  1998 年  プロテスタント 神学・牧会学・哲学・文学  ソウル 
聖山孝大学院大学校  1998 年  プロテスタント 神学・孝学・社会福祉学  仁川市  
ヤエル神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 神学・牧会学  ソウル 
ソウル聖経神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 神学・牧会学  ソウル 
国際神学大学院大学校  1999 年  プロテスタント 神学・社会福祉・相談心理学  ソウル 
韓獨メディア大学院大学校  2000 年  無し 映像メディア・新メディア学  ソウル 
中央神学大学院大学校  2000 年  プロテスタント 神学・福祉学科・相談学  京畿道  
清心神学大学院大学校  2000 年  プロテスタント 教会経営・天一国霊性学  京畿道  
契約神学大学院大学校  2000 年  プロテスタント 牧会・神学（修士のみ） 京畿道  
国際法律経営大学院大学校  2001 年  無し 法律・経営専門  京畿道  
ソウル科学総合大学院大学校  2002 年  無し 経営専門大学課程  ソウル 
龍文相談心理大学院大学校  2002 年  無し 一般相談学  ソウル 
ソウル仏教大学院大学校  2002 年  仏教  仏教学・相談心理学  ソウル 
ソウルベンチャー大学院大学校  2003 年  プロテスタント 経営・不動産・社会福祉・保健  ソウル 
国際脳教育総合大学院大学校  2003 年  無し 脳教育学・国史・平和学  忠清南道  
91 
改神大学院大学校  2003 年  プロテスタン 神学・社会福祉・基督教教育学 ソウル 
聖書浸禮大学院大学校  2003 年  プロテスタント 神学・牧会学（修士課程のみ） 京畿道  
Ｅｚｒａ聖経大学院大学校  2003 年  プロテスタント 神学・聖書学  京畿道  
翰林国際大学院大学校  2004 年  無し 国際学・米国法学（修士のみ） ソウル 
科学技術連合大学院大学校  2004 年  無し 科学技術専門  大田市  
国際文化大学院大学校  2004 年  プロテスタント 社会福祉学・社会教育学  忠清南道  
北韓大学院大学校  2005 年  無し 統一教育・軍事安保・社会言論  ソウル 
純福音大学院大学校  2005 年  プロテスタント 神学・牧会学  ソウル 
韓半島国際大学院大学校  2005 年  プロテスタント 国際地域・協力学、宣教牧会学  ソウル 
国際英語大学院大学校  2005 年  無し 英語指導・英語教材開発学  ソウル 
仁済大学院大学校  2005 年  無し 保健経営学（修士のみ） ソウル 
慶安神学大学院大学校  2005 年  プロテスタント 神学・社会福祉・音楽学（修士のみ）  慶尚北道  
実践神学大学院大学校  2005 年  プロテスタント 神学・牧会学  京畿道  
ソウル社会福祉大学院大学校  2007 年  無し 社会福祉学（修士のみ） ソウル 
ベレア国際大学院大学校  2007 年  プロテスタント 神学・牧会学・相談学  ソウル 
韓国相談大学院大学校  2008 年  無し 児童‧高齢者‧夫婦‧哲学相談学  ソウル 
東邦大学院大学校  2009 年  無し 未来予測経営学・仏教文芸  ソウル 
合計  39 校  キリスト教系大学院大学校  22 校  
出典：「Higher Education in Korea」という公式サイトの情報に基づき、筆者が設立年代順に作成。  
 
「高等教育法」第 30 条によって 1997 年に京畿道水原市に合同神学大学院大学校が最初
に設立されて以降、大学院大学校は徐々に拡大していった。大学院大学校は実質的な教育
を重視するため、入学定員が 100 未満の尐人数で運営されることが多く、200 名を超えな
いのがほとんどである。入学資格は一般大学院と同様学士以上の学歴が必要である。現在、
全国に 39 校の大学院大学校が存在しており、そのうち、17 校が神父・牧師を養成する神
学校である。そのほか、社会福祉、国際政策、外国語、情報通信教育などを行う大学院大
学校が設立されている。地域別の設立状況をみると、【表 5】で示したように、ソウルで 22
校、京畿道に 10 校、大田市と忠清南道に各々2 校、全羅北道、慶尚北道、仁川市にそれぞ
れ 1 校ずつ設けられている。設立の基本理念となる宗教を見てみると、39 校のうち、キリ
















































































































                                                  
80 韓国の「高校平準化政策」は、軍事独裁政権のもとで立案され、その過程において実際、






































































































第 4 条（教育の機会均等） 
１．すべての国民は、性別、宗教、信念、人種、社会的身分、経済的地位又は、身体的
な条件などによって教育上差別されない。 




















































初中等教育法 第 4 章（学校） 
第 1 節 統則 
















                                                  



































                                                  
84 国民学校（初等学校）は、憲法（1948 年）と教育法（1949 年）の制定以来に、義務教育





経済的な混乱が続いた 1950 年代の韓国は、まさに貧困の国であった。しかし、1961 年、
軍事革命 85によって大統領に就任した朴正熙政権によって、韓国は急速な経済発展を遂げ
ることになる。 


















労働者に対しては低賃金政策を履行し続けていた。実際、1962 年から 1966 年における労




                                                  
85 1961 年 5‧16 軍事ク－デタ－を指す。 
86 この時期、学校では、反共産主義教育及びセマウル運動（新しい街作り）などといった国
民教育が行なわれた。  
87 経済的悪循環を是正し、自律型経済を達成することを目標に、1962 年から 1966 年まで実施
された経済計画のことである。 
88 정영수「韓国教育政策の理念：国家発展と教育Ⅱ」韓国教育開発院、1986 年、ｐ43。  
102 
しかし、中等教育の入試改革が行われた 1970 年代は、ある程度の経済的基盤が整い、高



































































                                                  








































順位  1993 年  2001 年  2011 年  
1 ○ 開成  158 人  ○ 開成  176 人  ○ 開成  172 人  
2 ○ ラ・サール 101     筑大駒場  94   ○ 灘  99   
3 ○ 灘  94   ○ 灘  94    筑大駒場  98   
4   東学大附  91   ○ ラ・サール 87   ○ 桜蔭  75   
5 ○ 麻布  84   ○ 麻布  73   ○ 麻布  70   
6 ○ 桐蔭  73   ○ 駒場東邦  68   ○ 駒場東邦  64   
7   筑大駒場  71   ○ 桜蔭  67   ○ 栄光  63   
8 ○ 巣鴨  52   ○ 海城  62   ○ 聖光学院  60   
9 ○ 海城  46   ○ 巣鴨  58    東学大附  58   
10 ○ 駒場東邦  45   ○ 聖光学院  48   ○ 東大寺  43   
11 ○ 桐朋  45   ○ 桐蔭  48     岡崎  38   
12 ○ 栄光  45   ○ 洛南  45   ○ 久留米附  36   
13 ○ 洛南  45   ○ 青雲  44    筑大附  36   
14   千葉  42   ○ 桐朋  37   ○ 渋谷教育学園  34   
15 ○ 桜蔭  42   ○ 愛光  34   ○ 海城  34   
16   浦和  41     土浦  32   ○ 桐朋  32   
17 ○ 武蔵  41     岡崎  31   ○ 浅野  32   
18   筑大附  40   ○ 久留米附  30   ○ 女子学院  32   
  【図 1】東京大学合格者出身校（上位 20 校）   
順位  1964 年  1979 年  1989 年  
1   日比谷  181 人  ○ 開成  121 人  ○ 開成  167 人  
2   西  127   ○ 灘  114   △ 東学大附  113   
3   戸山  110   △ 筑大駒場  102   ○ 灘  102   
4 ○ 麻布  91   △ 東学大附  102   ○ 麻布  94   
5 △ 教大附  87   ○ 麻布  96   ○ ラ・サール 92   
6   新宿  72   ○ ラ・サール 96   △ 筑大駒場  75   
7 △ 教大駒場  68   ○ 武蔵  87   △ 筑大附  66   
8 ○ 灘  66   △ 筑大附  63   ○ 桐蔭  65   
9   小石川  63     浦和  59   ○ 武蔵  63   
10 ○ 開成  55     湘南  58   ○ 栄光  62   
11   浦和  52     戸山  55     浦和  54   
12   湘南  50   ○ 栄光  54    千葉  53   
13   旭丘  49     西  45   ○ 桜蔭  53   
14   小山台  46   ○ 甲陽  43   ○ 愛光  47   
15 ○ 栄光  45     富士  40   ○ 桐朋  45   
16   両国  42   ○ 桐朋  40   ○ 久留米附  40   
17   上野  40   ○ 駒場東邦  35   ○ 巣鴨  39   
18 ○ ラ・サール 38   ○ 久留米附  34   ○ 東大寺  39   
19 △ 東学大附  34   ○ 広島学院  33   ○ 駒場東邦  36   
20 △ 広大附  34     国立  32   ○ 広島学院  35   
106 
19 ○ 久留米附  39     鶴丸  29    浦和  30   
20 ○ 聖光学院  37   ○ 東海  27   ○ 巣鴨  30   
出典：天野郁夫『日本の教育システム』（東京大学出版会、1996 年）、苅谷剛彦『大衆教育社会
のゆくえ』（中公新書、1995 年）参照。  






























                                                  








































  【図 2】ソウル大学合格者出身校（上位 20 校）   
順位  2004 年  2006 年  2011 年  
1 ○ ソウル芸高  87 人  ○ ソウル芸高  88 人  ○ 大元外国語高  70 人  
2 ○ 大元外国語高  57   ○ 大元外国語高  65   ○ 世宗科学高  49   
3 ○ ソウル科学高  40   ○ 明德外国語高  43   ○ 漢城科学高  46   
4 ○ 明德外国語高  38   ○ ソウル科学高  37   ○ 龍仁外国語高 44   
5 ○ 大一外国語高  38   ○ 仙和芸高  33   ○ 韓国科学英才学校  41   
6   書峴高  33   ○ 国楽高  27   ○ ソウル科学高  37   
7 ○ 安養外国語高  32   ○ 韓国科学英才学校  27   ○ 大一外国語高  36   
8   京畿高  31     徽文高  25   △ 民族史觀高  34   
9 ○ 仙和芸高  30     永東高  23   ○ 明德外国語高  34   
10 ○ 漢城科学高  25   △ 安山東山高  23   △ 安山東山高  33   
11   世光高  25     世光高  23   △ 象山高  31   
12   大邱大倫高  24   ○ 漢榮外国語高  21   △ 浦項製鉄高  30   
13 ○ 漢榮外国語高  23     中東高  19   ○ 高陽外国語高  28   
14   徽文高  22   ○ 漢城科学高  19   ○ 漢榮外国語高  27   
15 ○ 国楽高  22     現代高  19   ○ 安養外国語高  22   
16   永東高  22     儆新高  19    公州韓一高  20   
17 △ 安山東山高  21     大邱大倫高  18    中東高  20   
18   世和高  20   ○ 京畿科学高  18    徽文高  17   
19   中山高  19     中山高  18   △ 現代青雲高  14   
20   檀大附高  19   △ 浦項製鉄高  17     大邱大倫高  11   
出典：｢中央一報新聞｣及び｢朝鮮一報新聞｣資料に基づき、筆者が作成。  














































































                                                  






れに基づき、A～F の 6 段階の絶対評価を行うことを発表した。つまり、相対評価の要素を加
味した絶対評価による評価方法なのである。 






































































































日本と韓国」の第 1 節では、主要な先行研究の概要を明示し、第 2 節では本論文の各章の
論述目的の概略を提示した。 
114 
第 1 章の「日韓戦後教育制度と教育基本法」の第 1 節「アメリカと戦後の教育改革」で
は、戦後アメリカの日韓への教育政策を詳しく振り返り、日韓教育制度の基本的枞組みが





















































































                                                  
100 「はじめに」『知の攻略 思想読本 8 グロ－バリゼ－ション』伊豫谷登士翁編、平凡社、
2002 年、所収。 
101  アンディ・グリ－ンは自らの著書 Educastion and State Formation：The Rise of 
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